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	2011年11月28日から12月9日にかけて、南アフリカのダーバンにおいて、第17回締約国会議（「COP17」）と京都議定書第7回締約国会合（「CMP7」）が開催されました（あわせて「ダーバン会議」と呼びます。）。これまでも最終日の議論が延長されることは半ば常態化していましたが、結果として、会議は最終日の12月9日には終わらず、ダーバン・プラットフォームの合意を達成したのは12月11日の早朝でした。合意に至ったのは、会議が閉幕に至る数日間にわたって表明された反発の調整に疲れた　ためか、あるいは環境債務リ
	懐疑的な人々は、ダーバン会議で合意したダーバン・プラットフォームが、2007年のバリ行動計画や2009年のコペンハーゲン合意といった過去の　合意と何が違うのかと思うかもしれません。表面的には、ダーバン・　　プラットホームは、将来的に何らかの合意を行うための合意に過ぎない、という議論は間違いではありません。しかしながら、合意に米国の「参加」が得られなかったバリ行動計画や、合意が任意的なものに過ぎなかった　コペンハーゲン合意とは異なり、(i)「議定書、法的文書又は法的効力を　有する合意成果」（a proto
	これに対する答えは、世界的な排出量は2017年又は遅くとも2020年までにはピークを迎えるため、拘束力　ある国際的枠組みの開始が2020年では遅すぎるという気候変動に関する科学的知見を支持するか否かにより　ます。気候変動との関係でよく耳にする使い古された感のある言い回しに、「完璧の追及は善の敵」というのがありますが、コペンハーゲン合意での任意性（かつ野心的でない目標）に対し、少なくとも「法的拘束力」のある約束をするということは、ダーバン会議後の状況改善を意味するものといえます。
	より中期的には、重点的に取り組むべき実に前向きな事柄が多数あります。特にクリーン開発メカニズム（「CDM」Clean Development Mechanism）の継続性に関しては、①二酸化炭素の回収・貯留（「CCS」）をCDMに含めることや②森林減少・劣化による排出の削減に加え、森林保全の役割、持続可能な森林経営及び森林　炭素ストックの強化（「REDD＋」）があるほか、③緑の気候基金があることも忘れてはいけません。以下に、そのいくつかの進捗状況についてさらに説明します。
	ダーバンにおける今年の気候変動会議で決定された一連の事項の　うち最も重要なものは以下に　　関するものです。
	 気候変動のための資金調達 ― 「緑の気候基金」（GCF）
	 途上国におけるREDD＋活動の促進
	 京都議定書に基づく第2約束期間の開始
	 クリーン開発メカニズム（CDM）の継続性
	国連気候変動枠組条約の進展と具体化
	強化された行動のためのダーバン・プラットフォーム特別作業部会
	国連気候変動枠組条約（かかる条約を「本条約」といい、事務局を「UNFCCC事務局」といいます。）の下に　立ち上げられたこの新たな特別作業部会は、本条約の全締約国に適用される議定書、法的文書又は「法的効力を有する合意成果」のいずれかを作成する任務を負っています。この括弧内の表現はダーバン会議でインド代表が最後まで固執した点によるもので、「法的拘束力のある枠組み」を求める本来の表現からの譲歩を示しています。将来的に、この表現には、遵守義務を最小限にしたい締約国により解釈の道具として使われるのは　間違いのない
	緑の気候基金（Green Climate Fund: GCF）
	コペンハーゲン合意からの数少ない成果の一つが緑の気候基金（Green Climate Fund: GCF）の概念であり、　先進国は、早期開始のための資金として2012年までに300億米ドルを出資するほか、2020年までに年間1,000億米ドルまで拠出することになっています。開発途上国に対する当該資金の配分を巡り、公正と公平の原則に関する議論を重ねた結果、COPは法人を立ち上げましたが、それが現在の緑の気候基金（「本基金」）です。本基金の理事会メンバーの指名、本基金を置く受入国の選定、独立した事務局の設置
	本基金は、「公的資金及び民間資金」を含む各種資金源から「財政拠出金」を得られます。このように、民間部門にも「財政拠出金」に貢献する役割が認められているのはとても意義があります。ただ、かかる財政拠出金の範囲や性質は、今後、理事会が「拠出構造」承認の役割の一環として定めることになりそうです。また、本基金から恩恵を得られる資格が、緩和策と適応策の両方に平等に与えられているのも重要な点です。とり　わけ、REDD＋、CCS、NAMAs（国際緩和活動）及びNAPAs（国別適応行動計画）への拠出は、本基金にふさわ　し
	REDD＋（Reduced Emissions from Deforestation and forest Degradation+　森林減少・劣化からの排出量　削減）
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